
第 3 次 恵那市行財政改革大綱 （案） 
 

 

１．新大綱の策定 
 
 恵那市では平成１８年３月に「恵那市行財政改革大綱」、平成２３年３月には

「第２次恵那市行財政改革大綱」を策定し、行財政改革に関する基本的な考え

方や方針を示し、具体的な取組事項を定めた行動計画の実行によって行財政改

革を進めてきました。 
 合併後の地方交付税の優遇措置の縮減や少子高齢化・人口減少社会が進行す

る中、今後の恵那市の自治体経営は、これまでの行財政改革等の成果や課題を

踏まえつつ、第２次行財政改革大綱で掲げた「経営と協働でさらなる改革」を

さらに発展させ、より持続可能なまちづくりを進めていく必要があります。そ

こで、本市の行財政改革の指針となる第３次行財政改革大綱を策定します。 
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２．大綱の概要 
 
（１）基本理念 
 これまでの行財政改革の取り組みを踏まえながら、「ALL 恵那市」の行政運営

を根本に据えます。さらに、地域のさまざまな資源（ヒト・モノ・情報）を有

機的に結びつけつつ住民自治を確立するために、コスト意識やスピード感など

の感覚をもって「地域を経営」する総合行政主体へと変革することをめざして、

本市の行財政改革の基本理念を次のように定めます。 
 
 「地域経営力の向上による持続可能なまちづくり」 
 
 
（２）基本方針 
 地域経営型の総合行政主体へと変革を進めるため、本市では次の２つを基本

方針とします。 
 
Ⅰ 市民の視点に立った行政サービスの向上（「質」の改革） 
 
 地域経営の考え方をもとに、成果重視の行政運営や目標管理型の評価手法を

積極的に取り入れ定着させながら、市民サービスの充実と適正化、自治のしく

みの充実、職員の意識改革と人材育成、効果的な政策評価などに取り組み、戦

略的な行政経営と行政サービスの質の向上を図ります。 
 
Ⅱ 簡素で効率的な行政経営の確立（「量」の改革） 
 
 多様化する市民ニーズに対応しつつ、社会経済情勢の変化や厳しい財政環境

に的確に対処していくために、公の施設の適正配置と効率的な運営、持続可能

な財政構造の構築、効率的な組織運営、的確な事務事業の実施など、時宜に適

った見直しを行い、簡素で効率的な行政経営をより一層推進します。 
 
 
（３）取組項目 
 基本方針に基づく具体的な取組項目は、行動計画に別途定めるものとします。 
 
 

  



３．推進期間 
 
 第３次行財政改革大綱の推進期間は、平成２８年４月１日から平成３３年３

月３１日までの５年間とします。 
 また、行動計画の期間も大綱と同様５年間としますが、目標を持って的確か

つ戦略的に実行するため、策定後２年が経過する平成３０年を目途に行動計画

の検証を行い、目標達成に向けて取り組み内容や進め方を検討し、必要に応じ

て見直しを行うものとします。 
 併せて、次期行財政改革大綱・行動計画の策定に向け、平成３１年から検証・

検討を始めます。 
 
 
 
４．推進体制 
 
 行財政改革の取り組みを着実に推進するために、市行財政改革推進本部にお

いて厳格に進行管理を行います。また、行財政改革の進捗状況は、市民代表等

からなる市行財政改革審議会に適宜報告し、多面的な観点から評価や意見を求

めるとともに、さまざまな広報手段を通じて市民にわかりやすく公表していき

ます。 




